
○羽生市難聴児補聴器購入費助成事業実施要綱 

平成２７年３月２０日 

告示第１０号 

改正 平成２７年１２月２８日告示第５４号 

（目的） 

第１条 この要綱は、身体障害者手帳の交付の対象とならない軽度・中度の難

聴児に対し、補聴器購入費助成金（以下「助成金」という。）を予算の範囲

内で交付することにより、言語の習得、教育等における健全な発達を支援し、

もって福祉の増進に資することを目的とする。 

（助成対象児童） 

第２条 この要綱による助成の対象となる難聴児（以下「助成対象児童」とい

う。）は、次の各号のいずれにも該当する１８歳未満の難聴児とする。 

（１） 市内に住所を有する者 

（２） 両耳の聴力レベルが７０デシベル未満で、身体障害者手帳の交付の

対象とならない者 

（３） 補聴器の装用により、言語の習得等一定の効果が期待できると医師

が判断する者 

（助成対象からの除外） 

第３条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、こ

の要綱による助成の対象としない。 

（１） 第６条の規定による申請を行う月の属する年度（当該申請を行う月

が４月から６月までにあっては、その前年度）における助成対象児童の属

する世帯に市町村民税所得割の金額が４６万円以上の世帯員がいる場合 

（２） 助成対象児童が労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）

その他の法令の規定により補聴器の購入費用に関し助成を受けている場合 

（助成対象補聴器等） 

第４条 この要綱による助成の対象となる補聴器の種類、１台当たりの基準額、

耐用年数等は、別表のとおりとする。 



２ 助成金の交付は、装用効果の高い左右どちらかの耳に装用する補聴器１台

分について行うものとする。ただし、教育、生活等の観点から市長が特に必

要であると認める場合は、左右両方の耳に装用する補聴器２台分について助

成金を交付することができる。 

（助成金の額） 

第５条 助成金の算定基礎となる額は、助成対象児童が新たに補聴器を購入す

る経費又は別表に掲げる耐用年数経過後に補聴器を更新する経費として市長

が認める額と別表の「１台当たりの基準価格」欄に掲げる額の１００分の１

０４．８に相当する額（以下「基準価格」という。）を比較して少ない方の

額とする。 

２ 前条第２項ただし書の規定により左右両方の耳に補聴器を装用することが

必要であると市長が認めた助成対象児童に対する助成金の算定基礎となる額

は、左右両方の耳に装用する補聴器について前項の規定によりそれぞれ算定

した額を合計した額とする。 

３ 助成金の額は、前２項の助成金の算定基礎となる額に３分の２を乗じて得

た額（１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）と

する。 

（交付申請） 

第６条 助成金の交付を希望する助成対象児童の保護者（以下「申請者」とい

う。）は、羽生市難聴児補聴器購入費助成金交付申請書（様式第１号）に、

次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

（１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項に

規定する医師が助成対象児童の聴力検査を実施し、作成した羽生市難聴児

補聴器購入費助成金交付意見書（様式第２号） 

（２） 前号の意見書の内容により補聴器販売業者（以下「業者」という。）

が作成した見積書 

（交付決定等） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、必要な調査を行い、



羽生市難聴児補聴器調査書（様式第３号）を作成するものとする。 

２ 市長は、前項の調査により助成金の交付の可否を決定し、その旨を羽生市

難聴児補聴器購入費助成金交付（不交付）決定通知書（様式第４号）により

当該申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により助成金の交付を決定したときは、羽生市難聴児

補聴器給付券（様式第５号。以下「給付券」という。）を助成金の交付の決

定を受けた者（以下「受給者」という。）に交付するものとする。 

（補聴器の購入） 

第８条 受給者は、前条第２項の規定により助成金の交付の決定を受けたとき

は、速やかに当該決定に係る業者から当該決定に係る補聴器を購入するもの

とする。この場合において、受給者は、当該業者に給付券及び必要事項を記

入した羽生市難聴児補聴器購入費助成金支払請求書兼委任状（様式第６号）

を提出し、当該補聴器の価格から助成金の額を控除した額（以下「利用者負

担額」という。）を支払うものとする。 

（助成金の請求） 

第９条 業者は、前条の規定により受給者が補聴器の購入を行った場合は、給

付券及び羽生市難聴児補聴器購入費助成金支払請求書兼委任状を市長に提出

し、当該補聴器の価格から利用者負担額を控除した額を請求するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、その内容を審査し、適当

と認めるときは、当該請求額を支払うものとする。 

（台帳の整備） 

第１０条 市長は、助成金の交付の状況を明確にするため、難聴児補聴器購入

費助成台帳を整備するものとする。 

（更新） 

第１１条 この要綱による助成を受けた補聴器の更新に係る申請は、前回の交

付日から別表に掲げる耐用年数を経過していない場合は、助成の対象外とす

る。ただし、当該期間を経過する前に修理不能の場合又は災害その他の助成

対象児童の責任によらない事情により毀損等した場合で市長が新たな補聴器



が必要であると認めるときは、当該補聴器の購入に係る費用の一部を助成す

ることができる。 

（助成金の返還等） 

第１２条 市長は、受給者が虚偽その他不正な手段により助成金の交付を受け

たときは、助成金の交付の決定を取り消し、交付した助成金の全部又は一部

を返還させることができる。 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２８日告示第５４号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際この告示による改正前の様式により使用されている書

類は、この告示による改正後の様式によるものとみなす。 

別表（第４条関係） 

補聴器の種類 １台当たりの基準価格 基準価格に含まれるも

の 

耐用年数 

軽度・中等度難聴用

ポケット型 

４３，２００円 ①補聴器本体（電池を

含む。） 

②イヤーモールド 

（注）イヤーモールド

を必要としない場合

は、基準価格から９，

０００円を除く。 

原則として

５年 

軽度・中等度難聴用

耳かけ型 

５２，９００円 

高度難聴用ポケット

型 

４３，２００円 

高度難聴用耳かけ型 ５２，９００円 

重度難聴用ポケット ６４，８００円 



型 

重度難聴用耳かけ型 ７６，３００円 

耳あな型（レディメ

イド） 

９６，０００円 

耳あな型（オーダー

メイド） 

１３７，０００円 補聴器本体（電池を含

む。） 

骨導式ポケット型 ７０，１００円 ①補聴器本体（電池を

含む。） 

②骨導レシーバー 

③ヘッドバンド 

骨導式眼鏡型 １２７，２００円 ①補聴器本体（電池を

含む。） 

②平面レンズ 

（注）平面レンズを必

要としない場合は、基

準価格から１枚につき

３，６００円を除く。 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第８条関係） 

 


